











日常生活において， 健康に異常が生じたとしよう。 その原因としては， 工場
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第一章 問題の所在
第一節 目本法の課題
わが国では， 1960年代以降， 公害（大気汚染， 水質汚濁） 訴訟， 薬害・ 食品
公害訴訟， 労災訴訟 または予防接種禍訴訟などにおいて， 健康被害発生の科学
的メカニズムが解明されておらず個別的に因果関係を証明することが困難であ
る場合には， 統計資料を通じて「疫学的証明」によって， 因果関係が認定され
てきた（I）。 さらに， 近時， 統計資料に対応して確率的に因果関係を認定する見
解が提唱され， この立場をとる判例が現れるに至っている。









ついて， その原因・経過・ 特徴から発生機転を研究し， 合理的予防対策を樹立
する学問であり， 因果関係の「疫学的証明」とは， 疾病発生の分布を考察する
ことを通じて， 疾病の原因の仮説を立て， 原因と疾病との聞に一定の関連性が
あることを検証して， 因果関係を認定する手法である（ 2）。 この関連性とは， ①
因子aが疾病 Aに先行して存在している（時間性）， ②因子aがあれば高い確
率で疾病Aが発生する（特異性）， ③時間， 場所 または集団を異にしても同様
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の関連性が認められる（一致性） ④因子aの量が多くなるにしたがって疾病





















は， 企業らや道 路管理者ら（国， 地方公共団体） に対して損害賠償を請求する
訴訟を提起してきた（4）。
ところで， 企業や 自動車から排出された汚染物質が当該地域に到達し， その
地域に居住する住民の中に呼吸器疾患を発症している者がいる場合に， その住











ここでみる判例においては， ①汚染地域（当該地域のほか， 東京， 大阪， 千
葉， 四 日市， 岡山など） の呼吸器系疾患催患率についての統計調査， ②汚染物
質が肺， 気道 及び免疫に与える影響についての動物実験結果， ③ 自覚症状， 肺
機能， 血液及び気道 などに関する人体負荷研究， ④WH O環境保健ク ライテリ
ア専門委員会レポート（1976年）， 中央公害対策審議会（中公審） 専門委員会


















決］（千葉地判昭和63年11月17 日判時平成元 年 8月 5 日臨時増刊号165頁 ）' (b) 
倉敷大気汚染公害訴訟［倉敷判決］（岡山地判平成6年 3月 23 日判時1494号 3
頁 ）， 及ぴ、（c）西淀川大気汚染公害第二次～第四次訴訟第一審判決［西淀川第二
判決］（大阪地判平成 7 年7月 5月判時1538号17頁 ） がある。










(b ） 倉敷判決（ 1 0) 












(c） 西淀川第二判決(l 4) 
本判決は， 二酸化窒素について， 二酸化硫黄との相加作用を通じて， 当該因
果関係を認定した（I 4）。
本判決は， 大気汚染が争点となった期間を， 対象となる汚染物質に鑑みて，
次のように三期に分けた（l 5）。第一期は， 昭和 29年度から 昭和45年度 までであ
り， 工場・事業場を中心とする固定汚染源による硫黄酸化物高濃度汚染時期で









以下では， その理由について， 窒素酸化物（N0 2） について， ①その単体
によって呼吸器症状に与える影響， ②硫黄酸化物（80 2） との相加的作用によっ
て呼吸器症状に与える影響に分けてみていこう。
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① 単体の影響（I 7) 
「N0 2 についてもいくつかの疫学調査結果が呼吸器症状有症率と濃度との
聞に関連性を認めているが， 80 2 ほど明確な有症率の増加 までは認められず，
動物実験や人体負荷研究などで影響が認められる最低のレベルは概ね0.5 ppm
を指標とするものであり この濃度は 出来島局の測定値の測定値の10 倍前後
の高さである。気管支ぜん息患者についてはO.lppmの短期曝露で、も気道 反応






「したがって， N0 2 についてもその長期曝露が持続性せき・たん等の呼吸
器症状に対して何らかの影響を与えていることは否定できないがJ， 西淀川区
における現実の大気環境における N0 2 濃度のレベルにおいては， いずれの時
期においても， N0 2 単体と指定疾病との発症との疫学的因果関係を認めるに
は至らないといわざるをえない。」
まお， 道 路沿道 の影響について， 第三期においても， 乳幼児・学童・老人を
中心に沿道 住民に「呼吸器症状に悪影響を与えている可能性を否定することは
できない。」としたものの，「有症率の差が統計上有意と認められるのは一部で
あり」， 因果関係を「明確に認定する までには至らないjとした（I 8）。
② 
相加的作用の影響（I 9) 
「N0 2 が80 2 と相加的に呼吸器症状に影響を与える可能性があることは 」
「多くの調査結果等が示しているところである。」「そして， 西淀川区の第二期
程度の濃度レベルでにおいては呼吸器症状の有症率に対し N0 2 と80 2 が 相加
的影響を及ぼしていることが認められるJ ので， 当該混合「汚染物質と指定疾




審判決［西淀川第一判決］（大阪地判平成 3年3月 29 日判時1383号 22頁）, (b) 
国道43号線公害訴訟控訴審判決［国道43号線判決］（大阪高判平成 4 年 2月 20
日判時14 15号 3頁）， 及び（c）川崎大気汚染公害訴訟第一審判決［川崎判決］
（横浜地川崎支判平成6年 1月 25 日判時14 81号19頁） がある。




1976年WH Oク ライテリ アレポートにおいては 健康影響評価のための「定
量的な基礎資料を示しえない 」とされ， また， 昭和61年4月中公審専門委員会
報告において， 他の汚染物質とともに健康被害に「一定の役割を果たしている
可能性を否定できないと評価しているのみであり， 積極的に因果関係を認めて
いるわけではないJ ので， 当該因果関係について「明確にされていないJ , と
認定したのである（2 2）。





いJ として， 当該因果関係を否定した（2 4 ）。
本判決が依拠した昭和61 年東京都衛生局報告書は 呼吸器 自覚症状について，
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沿道 に居住する一定の住民らについて統計的有意差のある有症率を示す症状項





が， その影響が「顕著なものとは考えられない」とし， また， 成人の「有症率
に相当の影響を及ぼしているとは考えられない」としているのである（ 2 6）。





































































専門委員会報告の評価 （これに加えて， 西淀川第一判決はWH Oク ライテリ ア
レポート， 国道43号線判決は東京都衛生局報告の評価） を採用しているが， 行
政機関等による評価であることによって， 科学的見地から合理的であるという
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ことにはならないだろう（3 0) 0 
川鉄千葉判決にしても， 疫学調査において「認定された関連性が科学的に因
果関係を判断するうえでどのようなものとして評価できるのか」判断が示され
ておらず， また， 疫学調査の正確性， 公正性及び科学的信頼性などの点から疑













『因果関係J 概念を放榔することに賛成J され， 因果関係の確率的認定に賛同
された（3 3）。










従来の水俣病診断は ハンター・ ラッセル症候群（運動失調， 言語障害， 視








俣病東京判決］ （東京地判平成4 年 2月 7 日判時平成4 年4月 25 日臨時増刊号
3頁 ）， また， その確率に応じて因果関係を認定したものとして， 水俣病関西
訴訟第一審判決［水俣病関西判決］ （大阪地判決成6年 7月11 日判時1506号 5
頁 ） がある。以下にみていこう。



























させるのがより妥当」であると解したのである（4 0) 0 
(2） 水俣病関西判決4 I )  
本判決は， 因果関係につきオール・オ ア・ ナッシングで判断することは， 事
案によっては次のような理由でで不当であり 確率的に認定すべきであると解
した（4 2）。①因果関係は，「過去に起きたー図的事実の有無というよりは， むし


































































リカとでパラ レルに議論が展開されてきている， ②アメリカには， 製造物責任
に関して多発した大量被害訴訟によって， 本問題の解決にとって基盤を与えて
くれる豊富な判例資料が蓄積されている， ③因果関係の認定に適用される法条
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1980年， DE S訴訟におけるSindell判決は， 択一的原因責任理論（a lterna ­
tive lia bility） を修正 し て ， 市 場占 有 率 責 任 理 論 （ma rket sha re 
lia bility） を定立し， 原告が加害者を特定できなくても， 相当の市場シェ ア
( substa ntia l sha re） に至る まで加害者であり得る製造者を共同被告とするな
らば， 市場シェ アに応じて被告らが分割責任（severa l lia bility） を負うもの
とした（ 4 8）。
DE Sによる被害（腺癌） は， 特異性疾患であるので， DE S製造市販者以
外に被害の原因が考えられる余地が小さいものであったが， 学説は， 非特異性
疾患の事案に対しても， この法理の趣旨から 原告に対する危険に寄与した程
度によって被告が責任を負担する， という割合的責任論（p rop ortiona l lia bil­
ity） を適用すべきであると提唱するものが現れた（4 9）。このような学説に対し
て， 公平， 効率性及び実用性などの観点から多くの論争がなされている。








アメリカでは， 1970年代以降， 製造物責任訴訟をはじめとして， 多くの被害
者らを原告とする不法行為訴訟が急速に増加してきた（日）。そのなかで， アスベ








する民法7 09条， 及ぴ「加害者不明の共同不法行為J に関する719条 1 項後段
とカfある。




たO 例えば， 大気汚染公害訴訟においては， 企業らが排出した汚染物質が健康
被害に対していかなる程度寄与したか認定される必要があるが， 原告らの主張
に応じて次のような法条適用がなされている。
上述した判例のうち， 西淀川第一判決， 川崎判決及び倉敷判決が， 7 09条に
おける因果関係の認定において， 当該居住地域に到達した汚染物質のうち， 企
業らが排出した一定の寄与割合を算定して， その割合に応じて原告らの損害賠
償を認容した（5 2）。その寄与割合として， 西淀川第一判決は， 第一期につき5 0
%， 第二期につき35%， 第三期につき20%と認定し， 川崎判決は， 昭和 40年初
頭頃につき40%， 昭和 49年頃につき15%と認定し， また， 倉敷判決は， 昭和 4 0
年台後半頃 までについて80%と認定している。

























要求されるのは， い う までもない。1993年， Bendentin訴訟のDa ub ert判決に
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二． 本稿の構成
本稿は， 因果関係の認定に関して， アメリカ法から 日本法へ示唆を得るべく，
次のような構成ですすめていくことにしたい。
まず， 第二章において， 第一節ではアメリカにおける主な判例について一瞥
し， それから， 第二節では疫学的因果関係論について， 第三節では割合的責任
論を中心に， そして第四節では科学的証拠の証拠能力について順次みていく。
次に， 第三章において， アメリカ法から得られた示唆に基づいて， 本章でみて
きた課題について考察していこう。
注
( 1 ) これ までの判例について， 瀬川信久「裁判例における因果関係の疫学的証明」加藤古稀
記念『現代社会と 民法学の動向 （上）J 1回頁以下（有斐閣， 平成4年） 参照。
( 2 )  i畢井裕「不法行為における因果関係J 星野英一編集代表『民法講座6 J 273～朗頁（有斐
閤 ， 昭和60年）. rテキストブック 事務管理・不当利得・不法行為 （ 第二版）J 192～94頁
（有斐閣， 平成8年）， 稲垣喬『医療過誤訴訟の理論J 87頁以下（日本評論社， 昭和60年），
新美育文「疫学的手法による因果関係の証明（上）（下）」ジ、ユリ866号74頁以下， 87i号89
頁以下（昭和61年）， 吉村良一「公害における因果関係の証明」 立命館法学201～202号937
頁以下（平成元年），『不法行為法J 93～94頁（有斐閣， 平成7年）， 浅野直人「健康被害 と
因果関係」 福岡 大学法学論叢35巻 4 号313頁以下（平成3年）， 瀬川・前掲注 (1)151～58頁，
松村弓彦『環境訴訟J 97～135頁（商事法務 ， 平成5年）， 山口龍之「複数原因子と 因果関
係の証明度」 沖 大法学18号25頁以下（平成9年）， 四宮和夫『不法行為J 408～11頁（青林書
院 ， 昭和62年）， 森島昭夫『不法行為法講義J 300～01頁（有斐閣 ， 昭和62年）， 平井宜雄
『債権各論 不法行為j槌～90頁（弘文堂， 平成4年）， 幾代通（徳本伸一補訂）『不法行為
法J 123～27頁（有斐閣， 平成5年） など。
( 3 )  公害訴訟として， 名古屋高金沢支判昭和47年8月 9 日判時674号25頁（富山イタイイタ
イ病訴訟）， 新潟地判昭和46年9月29日下民集22巻 9 ～10号 1 頁（新潟水俣病訴訟 ）， 津地
四日市支判昭和47年7月24日判時672号30頁（四日市端息訴訟） 熊本地判昭和48年 3月20
日判時692号12頁（熊本水俣病訴訟） など。薬害・食品公害訴訟として， 東京地判昭和53年
8月 3 日判時899号48頁（東京スモン訴訟）， 福岡地判昭和52年10月 5 日判時866号21頁（カ
ネミ油症訴訟） など。
( 4 )  後掲 大気汚染公害訴訟において， 千葉川鉄訴訟及び倉敷訴訟で は， 企業 らが， 国道43号
線訴訟及び西淀川第二訴訟 （企業 らについては和解成立） で は， 道路管理者らが， そして，
西淀川第一訴訟及び川崎訴訟で は， 企業 ら及び道路管理者 らが被告とされた。
( 5 )  判例において， 具体的にいか なる証拠資料が因果関係 を評価する基礎となったか につい
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ては， 各判決の下記引用頁を参照。判例の動向に ついて， 新美育文「 大気汚染と 健康被害」
判タ850号 2 頁以下（平成6年）， 福富和夫「窒素酸化物および粒子状汚染物質による健藤
被害」法時66巻10号37頁以下（平成6年）。（6 ）以下にみる判例において も， この限度では
因果関係 は 肯定され て いる 。
( 7 ) 本判決の因果関係論に ついて， 牛山積「 千葉川鉄公害訴訟判決」法時61巻 5 号40頁以下
（平成元年）， 松浦以津子「 千葉川鉄公害訴訟における因果関係論・損害論」ジ、ユリ928号18
頁以下， 吉村功「自然科学 か ら 見た 川崎訴訟判決の争点と問題点」ジュリ928号32頁以下
（平成元年）， 野村好弘「Jl 鉄千葉公害訴訟判決の経緯と 論点」ひろば42巻 3 号 8 頁以下，
小賀野晶一「JI！鉄千葉公害訴訟における因果関係判断過程の問題点」ひろば42巻 3 号13頁
以下（平成元年）， 中井美雄「判批」判例評論375号47頁以下（平成元年）など。
( 8 )  判時平成元年8月 5 日臨時増刊号174頁。
( 9 )  判時平成元年8月 5 日臨時増刊号178～83頁， 325～38頁。
(10) 本判決の因果関係論に ついて， 新美育文「倉敷公害判決における因果関係論の問題点J





(13) 本判決の因果関係論に ついて， 新美育文「西淀川（第二次ないし第四次） 訴訟第一審判
決に 見る因果関係論」ジ、ユリ1081号32頁以下（平成7年）， 春日偉知郎「西淀川（ 第二次～
四次） 訴訟第一審判決における因果関係及びそ の立証上の問題点」判タ899号11頁以下
（平成7年）， 吉村良一「西淀川大気汚染公害訴訟 （第二～四次） 判決の検討」法時67巻11








(20) 本判決の因果関係論に ついて， 森島昭夫「 大阪・西淀川公害訴訟判決に ついて」ジュリ
981号43頁以下， 新美育文「西淀川公害第一審判決にみる因果関係論」ジュリ981号54頁以
下（平成3年）， 淡路剛久「西淀川大気汚染訴訟と 共同不法行為」ジ、ユリ981号61頁以下，










(27) 本判決の因果関係論について， 野村好弘＝小賀野晶一「Jl 崎市大気汚染訴訟判決」判タ
845号20頁以下（平成6年）， 松村弓彦＝前田和甫「疫学における定量的評価と 裁判上の利






(32) 都留重人編『現代資本主義と 公害 J 229～30頁［戒能通孝執筆］（岩波書店， 昭和43年），
i畢井裕『 公害の私法的研究J 231～32頁（ー粒社， 昭和44年） 。
(33) 新美 ・前掲注（2)871号91～92頁。後述する ように， 水俣病東京判決が採 る 立場と 関西判
決が採 る立場と が考えら れるが， いずれを採用すべきかについては結論を留保された。
(34) 森島昭夫「因果関係の認定 と 賠償額の減額J 加藤古稀記念『現代社会と 民法学の動向
（上）J 254頁（有斐閣， 平成4年） 。
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